
公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

応札・応募者数

琵琶湖事業推
進地域連携調
査業務
琵琶湖河川事
務所管内
H30.4.2～
H31.3.31
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
近畿地方整備
局 琵琶湖河川
事務所長
水草 浩一
滋賀県大津市
黒津4-5-1

H30.4.2

（公財）河川財
団
東京都中央区
日本橋小伝馬
町11-9

9010005000135

　本業務は、地域連携事業を推
進するために、河川レンジャー活
動、住民と行政の連携支援等を
行う。
　本業務の契約方式は、技術提
案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を
特定する簡易公募型プロポーザ
ル方式である。参加可能業者が
最低３５６者あることを確認のう
え、技術提案書の提出希望者を
公募したところ、申請期間内に２０
者から入札説明書等のダウン
ロードがなされ、２者から参加表
明書の提出があり、２者が参加資
格を有していた。参加資格を有す
る参加表明書提出者の中から２
者を技術提案書の提出者として
選定し、そのうち２者から提出さ
れた技術提案書を評価した結
果、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方と
するものである。

22,021,200 21,924,000 99.56% - 公財 国認定 2者

再就職の役員
の数

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

随意契約によることとした会計法令の根
拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率

様式２－２



平成３０年度河
川・道路におけ
る雑草抑制対
策と動物被害
に関する調査
検討業務
北陸地方整備
局管内
H30.4.6～
H31.2.28
土木関係建設
コンサルタント
業務

支出負担行為
担当官
北陸地方整備
局長
小俣　篤
新潟県新潟市
中央区美咲町
1-1-1　新潟美
咲合同庁舎1号
館

H30.4.5

平成３０年度河
川・道路におけ
る雑草抑制対
策と動物被害
に関する調査
検討業務日本
工営・河川財団
設計共同体
（公財）河川財
団
東京都中央区
日本橋小伝馬
町11-9

9010005000135

本業務は、河川及び道路の管理施
設における防草対策・雑草抑制対策
として、平成２２年度に作成した「雑
草抑制手法に関する技術資料（案）
河川編・道路編」の改定版を作成す
るために試験施工箇所の追跡調査
並びに対策の検討を行うものであ
る。また、管内管理施設に野生動物
による巣穴空洞化や法面損傷、裸地
化などの被害が発生していることか
ら、動物被害の実態を調査し、動物
被害が発生した要因と対策を検討す
るものである。
　本業務は、防草対策効果の検証と
動物被害の実態を調査して、有効な
対策工を検討するものであり、動植
物の調査方法だけでなく生体に係わ
る専門知識と有効な対策工に係わる
高度な技術が必要であることから、
提出された技術提案に基づき仕様を
作成する方が優れた成果を期待でき
る事から、簡易公募型プロポーザル
方式により選定することとし、「建設コ
ンサルタント選定委員会」において技
術提案書を審査した結果、左記業者
が特定されたものである。
　よって、会計法第２９条の３第４項
及び予算決算会計令第１０２条の４
第３号の規定により、随意契約を締
結するものである。

15,292,800 14,968,800 97.88% - 公財 国認定 2者

平成30年度関
門航路管理用
カメラ更新外1
件検討業務
-
H30.4.6～
H30.11.30
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
九州地方整備
局関門航路事
務所長
林　和司
福岡県北九州
市小倉北区浅
野3-7-38

H30.4.6

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

30,971,278 30,564,000 98.68% - 公社 国認定 1者

平成30年度関
門航路船舶航
行安全対策検
討業務
-
H30.4.6～
H30.10.19
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
九州地方整備
局関門航路事
務所長
林　和司
福岡県北九州
市小倉北区浅
野3-7-38

H30.4.6

(公社)西部海難
防止協会
福岡県北九州
市門司区港町
7-8

5290805003008

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

12,398,862 12,096,000 97.56% - 公社 国認定 1者



淀川地域連携
推進調査業務
淀川河川事務
所管内
H30.4.10～
H31.3.29
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
近畿地方整備
局 淀川河川事
務所長
東出 成記
大阪府枚方市
新町2-2-10

H30.4.9

（公財）河川財
団
東京都中央区
日本橋小伝馬
町11-9

9010005000135

　本業務は、淀川での地域連携
（自治体も含む）における河川事
業の推進のための地域連携方策
のあり方について検討を行うもの
である。検討にあたっては「淀川
住民参加推進プログラム」の活用
による地域連携、河川レンジャー
による取り組みの評価、支援等に
関する淀川における具体の実践
を踏まえた知見を反映できるよ
う、必要な情報把握を行う。
　本業務の契約方式は、技術提
案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を
特定する簡易公募型プロポーザ
ル方式である。参加可能業者が
最低１０者あることを確認のうえ、
技術提案書の提出希望者を公募
したところ、申請期間内に２３者か
ら入札説明書等のダウンロードが
なされ、１者から参加表明書の提
出があり、その者は参加資格を
有していた。参加資格を有するそ
の１者を技術提案書の提出者とし
て選定し、提出された参加表明書
及び技術提案書を評価した結
果、適切な提案と認められたた
め、上記業者を契約の相手方と
するものである。

79,164,000 79,164,000 100.00% - 公財 国認定 1者



円山川自然再
生事業とりまと
め他業務
兵庫県豊岡市
津居山地先～
兵庫県豊岡市
日高町赤崎地
先
H30.4.11～
H31.3.29
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
近畿地方整備
局 豊岡河川国
道事務所長
増田 安弘
兵庫県豊岡市
幸町10-3

H30.4.10

(公財)リバーフ
ロント研究所
東京都中央区
新川1-17-24

1010005018655

　本業務は、平成30年度までのモニ
タリング調査結果に基づき河川工事
に伴う河川環境への影響の分析評
価及び環境に配慮した整備事業の
復元内容とりまとめ、これまで円山川
で行った多自然川づくりのとりまとめ
をすることと、過年度業務で作成した
「円山川水系自然再生計画（第2回変
更）及び同参考資料」の計画変更
(案)、委員会等の審議を踏まえ、「自
然再生計画（第2回変更）」の追加検
討及び策定を目的とする業務であ
る。
　本業務の契約方式は、技術提案の
公募を行い、その内容を総合的に評
価し、契約の相手方を特定する簡易
公募型プロポーザル方式である。参
加可能業者が最低１０者あることを
確認のうえ、技術提案書の提出を公
募したところ、申請期間内に３２者か
ら説明書等の交付依頼がなされ、そ
の１者から技術提案書の提出があ
り、1者が参加資格を有していた。参
加資格を有するその1者を技術提案
書の提案者として選定し、提出され
た参加表明書及び技術提案書を評
価した結果、適切な提案と認められ
たため、リバーフロント研究所を契約
の相手方とするものである。

41,331,600 41,256,000 99.82% - 公財 国認定 1者



淀川生態環境
調査解析業務
淀川河川事務
所及びその管
内
H30.4.12～
H31.3.29
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
近畿地方整備
局 淀川河川事
務所長
東出 成記
大阪府枚方市
新町2-2-10

H30.4.11

（公財）河川財
団
東京都中央区
日本橋小伝馬
町11-9

9010005000135

　本業務は淀川において、天然記
念物であるイタセンパラや鵜殿ヨ
シ原など、多様な生態系を有する
環境の保全再生を目指しそれら
の調査分析をする。また、淀川環
境委員会の資料作成及び運営補
助を行い河川整備に反映するこ
とを目的とする業務である。
　本業務の契約方式は、技術提
案の公募を行い、その内容を総
合的に評価し、契約の相手方を
特定する簡易公募型プロポーザ
ル方式である。参加可能業者が
最低１０者あることを確認のうえ、
技術提案書の提出希望者を公募
したところ、申請期間内に３２者か
ら入札説明書等のダウンロードが
なされ、２者から参加表明書の提
出があり、２者が参加資格を有し
ていた。
　参加資格を有する参加表明書
提出者の中から２者を技術提案
書の提出者として選定し、提出さ
れた参加表明書及び技術提案書
を評価した結果、上記業者の提
案が他社に比べて総合的に優れ
ており、適切な提案と認められた
ため、上記業者を契約の相手方
とするものである。

50,576,400 50,576,400 100.00% - 公財 国認定 2者

赤坂迎賓館前
公園施設（仮
称）の整備事業
に伴う平成30年
度埋蔵文化財
発掘調査
東京都新宿区
四谷一丁目12-
11地先
H30.5.1～
H31.3.29
建築関係建設
コンサルタント
業務

支出負担行為
担当官
大臣官房官庁
営繕部長
住田　浩典
東京都千代田
区霞が関2-1-3

H30.4.27

(公財)東京都ス
ポーツ文化事
業団
東京都渋谷区
千駄ヶ谷1-17-
1

5011005003759

会計法第２ ９ 条の３第４項および
予算決算及び会計令第１ ０ ２ 条
の４第３号
埋蔵文化財の発掘調査は、法令
（文化財保護法第９４条第３項、
文化財保護法施工令第５条）によ
り、都道府県教育委員会が行うこ
ととされているため、東京都教育
委員会教育長へ照会したところ、
本件の発掘調査の実施は、左記
業者が行うと通知があったため随
意契約を締結するものである。

152,841,600 152,841,600 100.00% - 公財 国認定 1者

平成30年度志
布志港長期的
機能配置のあ
り方検討業務
－
H30.5.7～Ｈ
31.3.15
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
九州地方整備
局志布志港湾
事務所長
小手川　勇
鹿児島県志布
志市志布志町
帖6617-182

H30.5.7

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

15,082,908 14,904,000 98.81% - 公社 国認定 1者



平成３０年度渡
良瀬遊水地周
辺利活用検討
業務
利根川上流事
務所管内
H30.5.8～
H31.3.22
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
関東地方整備
局 利根川上流
河川事務所長
三橋　さゆり
埼玉県久喜市
栗橋北2-19-1

H30.5.7

(公財)日本生態
系協会
東京都豊島区
西池袋2-30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、渡良瀬遊水地周辺
のエコロジカル・ネットワークにお
ける取組の検討及び、従前より開
催している渡良瀬遊水地保全・利
活用協議会配下の２つの合同部
会の目的達成に必要な資料を作
成し、湿地保全や地域振興に向
けた検討を行うものである。
　本業務を遂行するためには、高
度な知識や経験を必要とすること
から、渡良瀬遊水地周辺の生物
多様性を含めた利活用施策の検
討方法などを含めた技術提案を
求め、簡易型プロポーザル方式
により選定を行った。
　公益財団法人日本生態系協会
は、技術提案書において総合的
に最も優れた提案を行った業者
であり、当該業務を実施するのに
適切と認められたため、上記業者
と契約を行うものである。

12,020,400 11,998,800 99.82% - 公財 国認定 3者

平成３０年度利
根大堰環境調
査検討業務
利根川上流事
務所管内
H30.5.8～
H31.3.22
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
関東地方整備
局 利根川上流
河川事務所長
三橋　さゆり
埼玉県久喜市
栗橋北2-19-1

H30.5.7

(公財)日本生態
系協会
東京都豊島区
西池袋2-30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、利根大堰周辺にお
ける環境調査及び検証により、環
境と治水が一体となった掘削方
法及び形状の検討を行うもので
ある。。
　本業務を遂行するためには、高
度な知識や経験を必要とすること
から、河川環境に配慮した掘削
方法及び形状の検討方法などを
含めた技術提案を求め、簡易型
プロポーザル方式により選定を
行った。
　公益財団法人日本生態系協会
は、技術提案書において総合的
に最も優れた提案を行った業者
であり、当該業務を実施するのに
適切と認められたため、上記業者
と契約を行うものである。

11,998,800 11,988,000 99.91% - 公財 国認定 4者

浜田港みなとカ
メラ設置検討業
務
－
H30.5.18～
H30.11.30
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
中国地方整備
局境港湾・空港
整備事務所長
坂本　渉
鳥取県境港市
昭和町9

H30.5.18

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

16,135,403 14,904,000 92.37% - 公社 国認定 1者



平成30年度
名古屋港岸壁
整備に係る係
船航行安全対
策検討業務
－
H30.5.18～
H31.3.15
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
中部地方整備
局名古屋港湾
事務所長
池田　哲郎
愛知県名古屋
市港区築地町2

H30.5.18

(公社)伊勢湾海
難防止協会
名古屋市港区
西倉町1-54

3180005014553

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

8,987,158 8,964,000 99.74% - 公社 国認定 1者

備讃瀬戸航路
航行安全管理
業務
香川県丸亀市
広島町
H30.5.29～
H30.9.28
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
四国地方整備
局高松港湾・空
港整備事務所
長
神田　忠士
香川県高松市
浜ノ町72-9

H30.5.29

(公社)瀬戸内海
海上安全協会
広島県広島市
南区的場町1-
3-6

2240005012774

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

26,561,078 26,546,400 99.94% - 公社 国認定 1者

川崎港臨港道
路東扇島水江
町線航行安全
検討業務
－
H30.5.30～
H31.3.22
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
関東地方整備
局京浜港湾事
務所長
川田  貢
神奈川県横浜
市西区みなと
みらい6-3-7

H30.5.30

(公社)東京湾海
難防止協会
神奈川県横浜
市中区海岸通
3-9

1020005009686

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

10,426,641 10,376,009 99.51% - 公社 国認定 1者

阪神港におけ
る船舶の航行
安全検討業務
－
H30.5.31～
H31.3.15
建設コンサルタ
ント等

支出負担行為
担当官
近畿地方整備
局副局長
長田　信
兵庫県神戸市
中央区海岸通
29

H30.5.31

(公社)神戸海難
防止研究会
兵庫県神戸市
中央区海岸通5

9140005020285

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

22,766,007 22,680,000 99.62% - 公社 国認定 1者



平成３０年度関
東エコロジカ
ル・ネットワーク
推進手法検討
業務
関東地方整備
局
Ｈ30.6.5～Ｈ
31.2.28
土木関係建設
コンサルタント
業務

支出負担行為
担当官
関東地方整備
局長
泊　宏
埼玉県さいたま
市中央区新都
心2-1

H30.6.4

(公財)日本生態
系協会
東京都豊島区
西池袋2-30-20

6013305001887

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、関東地域における多
様な主体と連携した生態系ネット
ワークの形成について、平成２７
年度までに策定された基本構想
及び基本計画の効果的・効率的
な推進を目的として、各主体にお
いて流域の環境保全と両立した
地域活性化の取組が自立的に推
進されるための方策について検
討し、今後の河川整備事業にお
ける施策に反映させるものであ
る。
　本業務を遂行するためには、高
度な技術や経験を必要とすること
から、技術力、経験、業務に臨む
体制などを含めた技術提案を求
め、簡易公募型プロポーザル方
式により選定を行った。
　公益財団法人日本生態系協会
は、技術提案書をふまえ当該業
務を実施するのに適切と認めら
れたため、上記業者と契約を行う
ものである。

20,260,800 19,980,000 98.61% - 公財 国認定 1者

大阪湾港湾の
港湾機能検討
業務
－
H30.6.14～
H31.3.15
建設コンサルタ
ント等

支出負担行為
担当官
近畿地方整備
局副局長
長田　信
兵庫県神戸市
中央区海岸通
29

H30.6.14

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

24,106,703 23,976,000 99.46% - 公社 国認定 1者



下水道関連技
術に関する情
報収集及び資
料作成業務
随意
H30.6.19～
H31.2.28
土木関係建設
コンサルタント
業務

支出負担行為
担当官
国土技術政策
総合研究所長
藤田　光一
茨城県つくば市
旭１

H30.6.18

(公財)日本下水
道新技術機構
東京都新宿区
水道町3-1水道
町ビル

4011105003503

本業務の実施に当たっては、開
発が求められる技術の要求性能
と要求性能毎の全国的な需要量
を調査及び推測できる能力等が
必要であり、これらが業務の成果
に密接に関係することから、簡易
公募型（拡大型）プロポーザル方
式により公募を行った。
その結果、入札説明書を交付し
た６者のうち２者から技術提案が
あり、それらについて業務実績、
技術提案書の内容等を総合的に
評価した結果、上記相手方が最
も優れていることが確認されたこ
とから、本業務を遂行するのに最
もふさわしい相手方であると判断
された。
以上の理由から上記相手方を選
定し、会計法第２９条の３第４項
及び予算決算及び会計令第１０２
条の４第３号の規定により、随意
契約するものである。

9,223,200 9,180,000 99.53% - 公財 国認定 2者

東京港臨港道
路(南北線)船舶
航行安全対策
検討業務
－
H30.6.22～
H31.3.15
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
関東地方整備
局東京港湾事
務所長
辻　誠治
東京都江東区
新木場1-6-25

H30.6.22

(公社)東京湾海
難防止協会
神奈川県横浜
市中区海岸通
3-9

1020005009686

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

10,028,500 10,027,800 99.99% - 公社 国認定 1者

平成30年度
みなとカメラ設
計業務
－
H30.6.26～
H31.2.28
建設コンサルタ
ント等

支出負担行為
担当官
中部地方整備
局副局長
元野　一生
愛知県名古屋
市中区丸の内
2-1-36

H30.6.26

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

40,754,031 40,500,000 99.38% - 公社 国認定 1者

平成30年度
伊勢湾BCPの
行動計画向上
検討業務
－
H30.6.26～
H31.3.8
建設コンサルタ
ント等

支出負担行為
担当官
中部地方整備
局副局長
元野　一生
愛知県名古屋
市中区丸の内
2-1-36

H30.6.26

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

18,819,534 17,928,000 95.26% - 公社 国認定 1者



平成３０年度鬼
怒川事業監理
等検討業務
下館河川事務
所管内
H30.6.28～
H31.3.23
土木関係建設
コンサルタント
業務

分任支出負担
行為担当官
関東地方整備
局下館河川事
務所長
青山　貞雄
茨城県筑西市
二木成1753

H30.6.27

（公財）河川財
団
東京都中央区
日本橋小伝馬
町11-9

9010005000135

会計法第２９条の３第４項
予決令第１０２条の４第３号
　本業務は、鬼怒川緊急対策プロ
ジェクトの施設整備を円滑に実施
するための事業執行管理手法に
ついて検討を行うとともに、鬼怒
川の改修を段階的に進めていく
ための整備に関する検討を行うも
のであす。
　本業務を遂行するためには、高
度な技術や経験を必要とすること
から、業務経験、知識、専門技術
力などを含めた技術提案を求め、
簡易公募型プロポーザル方式に
より選定を行った。
　公益財団法人河川財団は、技
術提案書において総合的に最も
優れた提案を行った業者であり、
当該業務を実施するのに適切と
認められたため、上記業者と契約
を行うものである。

10,810,800 10,800,000 99.90% - 公財 国認定 2者

秋田港みなとカ
メラ検討業務
－
H30.6.28～
H30.12.14
建設コンサルタ
ント等

分任支出負担
行為担当官
東北地方整備
局秋田港湾事
務所長
松渕　知
秋田県秋田市
土崎港西1-1-
49

H30.6.28

(公社)日本港湾
協会
東京都港区赤
坂3-3-5

7010405000967

会計法第29条の3第4項
簡易公募型プロポーザル方式を
採用し、提出された技術提案書を
総合的に評価した結果、最も優
れていると評価された者を契約の
相手方として特定したため。
(簡易公募型プロポーザル)

21,060,112 20,196,000 95.90% - 公社 国認定 2者

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


